
（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】                  － 【負債の部】                  －

　固定資産      67,592,052,843 　固定負債      38,448,246,631

　　有形固定資産      58,677,206,441 　　地方債等      25,257,767,864

　　　事業用資産      25,881,853,925 　　長期未払金                  －

　　　　土地       4,458,645,161 　　退職手当引当金       4,283,226,089

　　　　立木竹          13,970,357 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物      45,407,117,668 　　その他       8,907,252,678

　　　　建物減価償却累計額    △25,039,392,419 　流動負債       3,995,619,514

　　　　工作物       5,195,205,876 　　1年内償還予定地方債等       2,905,841,983

　　　　工作物減価償却累計額     △4,181,962,718 　　未払金         280,612,294

　　　　船舶                  － 　　未払費用          12,146,734

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金         108,845,031

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金         371,064,784

　　　　航空機                  － 　　預り金         178,801,697

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他         138,306,991

　　　　その他                  － 負債合計      42,443,866,145

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】                  －

　　　　建設仮勘定          28,270,000 　固定資産等形成分      68,460,940,832

　　　インフラ資産      27,836,121,913 　余剰分（不足分）    △39,265,500,581

　　　　土地       1,484,289,517 　他団体出資等分          29,397,835

　　　　建物       4,440,929,338

　　　　建物減価償却累計額     △2,888,844,402

　　　　工作物      68,159,938,091

　　　　工作物減価償却累計額    △45,396,237,195

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定       2,036,046,564

　　　物品      14,582,382,059

　　　物品減価償却累計額     △9,623,151,456

　　無形固定資産          27,852,032

　　　ソフトウェア           8,500,334

　　　その他          19,351,698

　　投資その他の資産       8,886,994,370

　　　投資及び出資金         132,347,896

　　　　有価証券          78,072,896

　　　　出資金          54,275,000

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権         303,401,373

　　　長期貸付金         145,476,466

　　　基金       8,210,614,178

　　　　減債基金         373,718,797

　　　　その他       7,836,895,381

　　　その他         126,609,750

　　　徴収不能引当金        △31,455,293

　流動資産       4,076,651,388

　　現金預金       1,646,651,097

　　未収金       1,047,499,138

　　短期貸付金          53,777,663

　　基金         815,110,326

　　　財政調整基金         815,110,326

　　　減債基金                  －

　　棚卸資産         198,862,925

　　その他         350,989,480

　　徴収不能引当金        △36,239,241

　繰延資産                  － 純資産合計      29,224,838,086

資産合計      71,668,704,231 負債・純資産合計      71,668,704,231

連結

連結貸借対照表
（令和2年03月31日 現在）



連結

（単位：円）

科目 金額

経常費用                 33,651,558,745

　業務費用                 18,635,528,123

　　人件費                  5,817,681,457

　　　職員給与費                  4,117,186,474

　　　賞与等引当金繰入額                    371,037,745

　　　退職手当引当金繰入額                         19,089

　　　その他                  1,329,438,149

　　物件費等                 12,129,251,744

　　　物件費                  8,612,112,419

　　　維持補修費                    680,816,982

　　　減価償却費                  2,788,817,048

　　　その他                     47,505,295

　　その他の業務費用                    688,594,922

　　　支払利息                    213,864,097

　　　徴収不能引当金繰入額                     42,335,145

　　　その他                    432,395,680

　移転費用                 15,016,030,622

　　補助金等                 12,898,759,013

　　社会保障給付                  2,084,578,355

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                     32,693,254

経常収益                  5,124,435,075

　使用料及び手数料                  4,440,713,543

　その他                    683,721,532

純経常行政コスト 28,527,123,670

臨時損失                      4,707,862

　災害復旧事業費                         10,000

　資産除売却損                      1,924,535

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                      2,773,327

臨時利益                    134,848,072

　資産売却益                      5,496,076

　その他                    129,351,996

純行政コスト                 28,396,983,460

連結行政コスト計算書
自 平成31年04月01日

至 令和02年03月31日



固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 25,882,536,380 67,139,407,099 △41,284,983,717 28,112,998

　純行政コスト（△） △28,396,983,460 △28,398,181,379 1,197,919

　財源 31,707,118,683 31,707,118,683 －

　　税収等 22,830,648,416 22,830,648,416 －

　　国県等補助金 8,876,470,267 8,876,470,267 －

　本年度差額 3,310,135,223 3,308,937,304 1,197,919

　固定資産等の変動（内部変動） 478,313,477 △478,313,477 －

　　有形固定資産等の増加 685,695,653 △685,695,653 －

　　有形固定資産等の減少 △1,570,582,648 1,570,582,648 －

　　貸付金・基金等の増加 5,495,383,623 △5,495,383,623 －

　　貸付金・基金等の減少 △4,132,183,151 4,132,183,151 －

　資産評価差額 △1,297,296 △471,042 － －

　無償所管換等 19,593,466 10,870,737 － －

　他団体出資等分の増加 86,918 － － －

　他団体出資等分の減少 － － － －

　比例連結割合変更に伴う差額 13,256,802 － △355,103 －

　その他 526,593 － 551,954 －

　本年度純資産変動額 3,342,301,706 1,321,533,733 2,019,483,136 1,284,837

本年度末純資産残高 29,224,838,086 68,460,940,832 △39,265,500,581 29,397,835

（単位：円）

科目 合計

連結

連結純資産変動計算書
自 平成31年04月01日

至 令和02年03月31日

省略
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注  記 

 

1 重要な会計方針  

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価 

    ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

なお、一部の連結対象会計及び団体（地方公営企業会計、地方三公社、株式会社）においては、

原則、取得原価としています。 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

 ② 出資金 

     市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商品、貯蔵品･････先入先出法による原価法 ただし、一部の連結対象団体等においては、最終

仕入原価法による原価法 

② 販売用土地･･･････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4条第 2項各号に掲げ

る方法 ただし、一部の連結対象団体等においては、個別法による原価法又

は低価法 

 

 ⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
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      建物   10 年～50 年 

      工作物  ７年～60 年 

      物品   ２年～50 年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

   （ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引

及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。） 

      ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

   ･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものについて、実質価額が著しく

低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金および短期貸付金については、過去の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性

を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

  ③ 退職手当引当金 

    退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対して退職手当として

支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち根室市へ按分される

額を加算した額を控除した額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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⑺ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体等については、税抜方式によっています。 

 

 

2 重要な会計方針の変更等 

 

⑴ 会計方針の変更 

 該当する事項はありません。 

 

⑵ 表示方法の変更 

 該当する事項はありません。 

 

⑶ 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 該当する事項はありません。 

 

 

3 重要な後発事象 

 

 ⑴ 主要な業務の改廃 

 該当する事項はありません。 

 

⑵ 組織・機構の大幅な変更 

   該当する事項はありません。 

 

⑶ 地方財政制度の大幅な改正 

 該当する事項はありません。 

 

⑷ 重大な災害等の発生 

 該当する事項はありません。 

 

 

4 偶発債務 

 

 ⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当する事項はありません。 
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⑵ 係争中の訴訟等 

  該当する事項はありません。 

 

    

5 追加情報 

 

⑴  連結対象団体等 

団体（会計）名 区分 連結の方法 
比例連結 

割合 

交通傷害共済事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ― 

国民健康保険特別会計事業勘定 地方公営事業会計 全部連結 ― 

介護保険特別会計事業勘定 地方公営事業会計 全部連結 ― 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 ― 

港湾整備事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ― 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ― 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ― 

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ― 

北海道後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.490% 

北海道市町村退職手当組合 一部事務組合・広域連合 ※1 ― 

北海道市町村備荒資金組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.477% 

北海道市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 ※1 ― 

根室市土地開発公社 地方三公社 全部連結 ― 

(株)根室市観光開発公社 第三セクター等 全部連結 ― 

(株)根室水産コンビナート公社 第三セクター等 全部連結 ― 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としてい 

ます。 

※1 北海道市町村退職手当組合・北海道市町村総合事務組合については、財務書類を入手でき

なかったため連結対象外としています。 

③ 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっても業務

運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としていま

す。 

 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
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なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間

に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

⑷ 売却可能資産の範囲の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

   ア 範囲 

    売却予定とされている公共資産 

イ 内訳 

    該当資産はありません。 

 

以上 

 


